
⚫ 蓄電池の動脈 - 静脈産業の確立

⚫ 学生から社会人までの全世代での  
蓄電池教育の実施

⚫ 工場用地等の提供体制の整備

⚫ 温室効果ガス排出量削減

⚫ クリーンエネルギー電力自給率向上

⚫ 産学官金の連携による研究開発から
操業までの総合支援

⚫ 大学を含む県内全域での蓄電池人材
の育成

⚫ インフラ整備、各種支援制度の拡充

⚫ 県民総ぐるみによるＧＸ(グリーント

ランスフォーメーション)の加速

⚫ 県内企業の新規参入の支援

⚫ 関西と連携した蓄電池教育の推進

⚫ サプライチェーン構築を見据えた
企業誘致

⚫ 県民の理解向上・蓄電池の普及拡大
に向けた取組

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

Phase 3

県内でのサプライチェーン構築

Phase 2

連携による施策展開の拡大

構想実現

取組方針

2024-2030(7ヶ年)の前半期では、中長期的な計画で実施する「企業誘致」「蓄電池人材の育成」を重点に、
連携施策の拡大に取り組む。後半期には、サプライチェーンの構築を念頭に、施策の発展と進捗状況に応じた
フォローアップを実施。                                                                                                                             
施策検討にあたっては、構想の「整備すべき主な機能」を中心に置き、推進会議で議論。

本構想及び本県の「ＧＸ推進計画」の内容に基づく、施策の方向性を整理。

構想第3章 整備すべき主な機能に基づくロードマップとアクションプランを策定。
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Phase 1

第4章「方策」に沿った施策展開

全体版 詳細版

方向性

年度

徳島バッテリーバレイ構想・取組方針



研究・製品開発
支援

人材育成・確保

Phase3Phase2
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2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 KPI

徳島バッテリーバレイ構想・推進ロードマップ１ 全体版 詳細版

Menu.1

Menu.2

本構想第3章をロードマップ化。KPIは第４章「方策」の内容をベースに設定。施策の具体化

目標数値

共同研究数

累計５件

人材育成数

延べ

10,000人

技術セミナーの開催
企業や国等の関係機関との連携・交流の強化

企業の研究開発に対する支援体制の構築

県研究機関における開発支援機能の充実（試作・分析・評価機器の整備）

業界ニーズに応じた機器の導入

企業、高等教育機関、県研究機関の強みを活かした共同研究の実施

関連製品を含む研究開発支援

県立高校でのバッテリー授業の拡充

関西蓄電池人材育成等コンソーシアムとの連携・高校でのバッテリー教育プログラムの実施

高校生・高専生

大学でのカリキュラム化、リカレント教育拠点の整備
関西と連携した教育プログラム（大学生・大学院生・企業人材・高専生向け）

インターンシップ、見学・交流会、共同研究の仕組みの構築

カリキュラム、リカレント教育プログラムの構築

高専生・大学生・社会人

高等教育機関との連携

整備すべき機能・具体的取組

年度

Point!



新事業展開・
誘致促進

Phase3Phase2
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2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 KPI

徳島バッテリーバレイ構想・推進ロードマップ２ 全体版 詳細版

Menu.3

投資支援数

10件

企業投資金額

2,000億円

温室効果ガス
排出量削減

2013年度比

▲50.0％

本構想の目標実現に向けた具体的な施策・取組を整理。併せて各メニューごとの目標数値を設定

サプライチェーンでのクリーンエネルギーの導入、官民における次世代型太陽電池の導入

自治体や企業における再エネ電力調達の推進・クリーンエネルギー新技術の先導的導入

各種セミナー（参入、経営）、中小企業に対する新規参入に向けた伴走支援

県内企業の蓄電池関連産業への事業拡大に向けたマッチング

大規模投資対応型の補助制度の構築、蓄電池関連企業特化型の産業団地の造成

リサイクルなどの静脈産業への事業拡大、誘致の促進

大規模投資対応型の補助制度の構築、蓄電池関連企業特化型の産業団地の造成

蓄電池関連工場及び研究所の誘致活動

Point!



インフラ整備

各種支援制度

規制緩和

Phase3Phase2
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徳島バッテリーバレイ構想・推進ロードマップ３ 全体版 詳細版

国等への諸法令の改正要望

既存の特区制度の活用、県での柔軟な対応検討

国・業界団体とリサイクルシステム確立、安全性の担保や製造物責任のあり方の検討

企業、国、業界団体のニーズに応じて対応

研究・製品開発費助成、スタートアップ支援、低利融資、減税
立地・設備導入補助金、奨学金制度、人材バンク

支援策例

2024実施

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 KPI
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Menu.4

Menu.6
蓄電池の二次利用に向けて

構想の一つに位置付け。業界ニーズの変化に応じたアップグレードを図る。

Menu.5

全世代への情報発信、小中学生向け広報イベントの実施
太陽光発電設備の導入促進、充電インフラの整備をはじめとしたＥＶの普及拡大

大規模産業用地（団地）と連携したインフラの強化

県内全域での事業用地の発掘、早期造成可能な産業用地の拡大

四国経済産業局及び産総研四国センターとの連携

県内企業の要望ニーズの調査、国等の関係機関への政策要望

国支援策の有効活用及び徳島県独自の支援制度の創設、拡充

蓄電池の普及拡大に向けた取組（BCP対策の電源確保、クリーンエネルギーの導入拡大等）

道路・港湾・空港等の計画的、一体的な整備

産業用地確保に向けた市町村等との連携体制の整備
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